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ＱＥの推計精度確保・向上に向けた取組（経緯）

＜2018年３月＞
部会に「ＱＥの推計精度の確保・向上に関する課題への対応について」を提示

（本方針に沿って検討）

＜2018年秋＞
ＱＥタスクフォースにおいて、以下の項目について検討結果を報告
（１）推計品目の分割・詳細化
（２）基礎統計のシームレスな利用の検討

（３）共通推計項目の拡充
（４）国内家計最終消費支出における統合比率の再推計
（５）在庫変動の推計方法の精査

＜2018年12月＞
部会での議論を踏まえ、上記（１）～（４）について実装

本日は、2019年度以降の検討課題となっていた以下の項目の検討結果について報告
（６）公的固定資本形成に関する代替的推計方法の検討
（７）ＱＥから年次推計への段階的接近の検討

（８）基礎統計のデータ補正方法の検討



２

 公的固定資本形成について、基本計画では、「建設総合統計」の出来高と決算書の整合性に係る確
認を踏まえ、必要な改善策を検討するとされているが、こうした取組と並行して、その代替的な推計方
法の検討を行う。

（６）公的固定資本形成に関する代替的推計方法の検討

 以下の「②代替手法」による試算を行い、年次推計への乖離を検証。

１．検討課題

２．具体的な代替方法の検討

①現行手法 ②代替手法

総固定資本形成 以下の合計値

供給側推計値（簡易コモ法に基づき「経産
省生産動態統計」等から品目別に総固定
資本形成を推計）をＣＴ（コントロールトータ
ル）とする

民間住宅 「建築物着工統計」等から推計 同左

公的固定資本形成 「建設総合統計」（公共・出来高）から推計

上記の「総固定資本形成－民間住宅」を

「建設総合統計」より推計される公的固定
資本形成と「法人企業統計」より推計され
る民間企業設備の比率で分割

民間企業設備

・供給側推計値（簡易コモ法に基づき「経産
省生産動態統計」等から品目別に総固定
資本形成を推計した後、上記の民間住宅・
公的固定資本形成を控除したもの）
・需要側推計（「法人企業統計」から推計）
を統合して推計



３

注１．第三次年次推計値を用い、1995暦年から2015暦年のデータを基に検証（供給
側について接続が困難な2000暦年を除く）。
注２．民間企業設備、公的固定資本形成については、ソフトウエア等を除くベース。
注３．平均誤差については、速報ベースの値から年次推計値を引くことで計算。

年次推計値との乖離 速報ベースと年次推計の比較
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（６）公的固定資本形成に関する代替的推計方法の検討

 総固定資本形成、民間企業設備、公的固定資本形成について、①現行手法と②代替手法により速
報ベースの値（暦年、前年比）を求め、それぞれについて年次推計値との乖離を検証したところ、２つ
の手法で乖離の程度は概ね同じ（現行手法の方が、若干、小さい）。

 今回検討した代替手法では年次推計の改定という点では効果は小さい。国交省における建設総合統
計の見直しの結果、現行に比べ、建設総合統計と決算書の整合性が高まることが期待されることを
受け、QEにおいても、見直しが進められた建設総合統計を用いて推計を行う。

３．検証結果
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（７）ＱＥから年次推計への段階的接近の検討

 現行のＱＥ推計においても、２次ＱＥ公表から第一次年次推計に至るまでの間に、基礎統計の確報化や遡
及改定などの追加的な情報も取り込み、速報推計期間の計数を順次改定していくことで、常に最新の計数
を得るように設計。

 ＱＥから年次推計への改定幅を更に縮小させるため、現行推計より更に年次推計を待たずに反映可能な基
礎統計がないか検討を行い、実装に向けた課題を整理。

１．検討課題

 研究・開発投資（Ｒ＆Ｄ）の産出額推計は、第二次年次推計で「科学技術研究統計（ＳＲＤ）」（総務省）を用
いて推計し、第一次年次推計では、（株）日本政策投資銀行の「全国設備投資計画調査（大企業）（ＤＢＪ調
査）」（実績ベース）及び「法人企業統計（年報）」（財務省）を用いて推計。

 ＱＥは、この第一次年次推計を発射台として、「ＤＢＪ調査」（計画ベース）及び「法人企業統計（季報）」で延
長推計しているが、４-６月期１次ＱＥ時点でＱＥ推計の発射台に「ＳＲＤ」を反映すること（早期に第二次年次

推計を取込む）が可能。ＱＥ推計の発射台に早期に「ＳＲＤ」を反映した場合のシミュレーションを実施し、Ｑ
Ｅから第一次年次推計への改定差が縮小するか検討。

２．検討方法

 ４-６月期１次ＱＥ推計時点で、ＱＥ推計の発射台にＳＲＤを取込むと、ＱＥから年次推計への改定は縮小。
（※ただし、１-３月期２次ＱＥと４-６月期１次ＱＥの間で、推計の発射台となる年次推計に同様の改定が生じ
る）

 ＱＥから第一次年次推計へ徐々に接近していくという効果は期待されるが、ＱＥ推計間で頻繁に改定が生じ
ることに対するユーザーの理解が得られるか留意が必要。また推計実務が複雑化するため、その対応へ
の検討も必要となる

 実装については、ユーザーの意見、各種データの入手時期及び実務上の課題等を考慮して、検討を継続し
たい。また、Ｒ＆Ｄ推計に関しては、日銀短観の該当項目のデータの蓄積を踏まえつつ、その利用可能性
について検討を行う。

３．検討結果・留意事項
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（７）ＱＥから年次推計への段階的接近の検討

＜Ｒ＆Ｄの年次推計への段階的接近（イメージ）＞

2016年12月
時点推計

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

第二次年次推計
（ＳＲＤ）

第一次年次推計
ＤＢＪ実績
法企（年報）

ＱＥ
ＤＢＪ計画
法企（季報）

2017年８月
時点推計
（現状）

第二次年次推計
（ＳＲＤ）

第一次年次推計
ＤＢＪ実績
法企（年報）

ＱＥ
ＤＢＪ実績
法企（季報）

ＱＥ
ＤＢＪ計画
法企（季報）

2017年８月
時点推計

（段階的接近）

第二次年次推計
（ＳＲＤ）

第二次年次推計
（ＳＲＤ）

※早期に反映

ＱＥ
ＤＢＪ実績
法企（季報）

ＱＥ
ＤＢＪ計画
法企（季報）

2017年12月
時点推計

第三次年次推計
（ＳＲＤ）

第二次年次推計
（ＳＲＤ）

第一次年次推計
ＤＢＪ実績
法企（年報）

ＱＥ
ＤＢＪ計画
法企（季報）

※ＱＥ推計間で2015年度の値が遡及改定（水準が改定）

※発射台が取込めているためＱＥから
第一次年次推計への改定差は縮小
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（８）基礎統計のデータ補正方法の検討

 ＱＥで使用する基礎統計は、年次推計の基礎統計に比してカバレッジが小さいなどの理由により、年
次推計の基礎統計に対して一定の傾向（過大推計又は過少推計）を有している場合があり得る。

 このような場合、年次推計をベンチマークとして延長推計を行うＱＥにおいて、基礎統計に適切な補正
を施すことにより、年次推計への改定幅を縮小させることができる可能性がある。国際的なマニュア
ルで紹介されている手法を参考にしながら、こうした基礎統計の補正方法の検討を行う。

１．検討課題

 ＪＳＮＡの四半期推計（①年次推計の四半期分割化（内挿期間）、②ＱＥにおける四半期単位の延長
推計（外挿期間））では、ＩＭＦが公表しているＱＮＡマニュアルにおいても紹介されている「比例デント
ン法」などを用いて推計を行っている。

 ＩＭＦが公表している最新のＱＮＡマニュアル（2017年版）では、「比例デントン法」の応用型である「比
例ショレットダグム法（the proportional Cholette–Dagum method）」が紹介されるともに、技術支援とし
て、計算方法例が掲載されたエクセルファイルの提供が行われている。

 今回、ＩＭＦから当該ファイルを入手し、日本の月次統計と年次統計を用いて、外挿期間について「比
例デントン法」と「比例ショレットダグム法」の２つの手法で試算を行い、パフォーマンスの比較を実施。

２．検討方法
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（８）基礎統計のデータ補正方法の検討
１．比例デントン法について
• 月次・四半期単位の基礎統計と年単位の基礎統計を比較すると、通常、年単位の基礎統計の方がカバレッ
ジ等の面で充実している。そのため、ＳＮＡでは年単位の推計を基本として、月次・四半期単位の基礎統計
（補助系列）を用いて、四半期分割を行っている。

• 比例デントン法による四半期分割は、四半期別の推計値（𝑋𝑡)の前期比と、四半期別の補助系列（𝐼𝑡)の前期
比ができるだけ接近するような値とするため、以下の式で求める。

min
𝑋𝑡



𝑡=2

𝑞
𝑋𝑡
𝐼𝑡
−
𝑋𝑡−1
𝐼𝑡−1

2

, 𝑠. 𝑡. 

𝑡=4𝑛−3

4𝑛

𝑋𝑡 = 𝐴𝑛, 𝑛 = 1, … , 𝑦

𝑋𝑡：四半期別推計値、𝐼𝑡：四半期別補助系列、𝐴𝑛:年次推計値

• 内挿期間（年次推計期間）については上記式で四半期別の推計値（𝑋𝑡)を求める。
• 他方、外挿期間（速報推計期間）については、四半期別の補助系列（𝐼𝑡)の前期比で延長するため、内挿期
間の最終四半期のＢＩ（Benchmark-to-Indicator）比率（＝膨らまし比率： Τ𝑋 𝐼)を固定して延長推計を行うことと

なる。そのため、内挿期間の最終四半期のＢＩ比率が平均的な水準と乖離する場合、年次推計で改定が生
じる可能性が高まる。

２．比例ショレットダグム法

• 比例ショレットダグム法は、こうした比例デントン法の欠点を補うため、エラーコレクションモデルの考えによ
り、「内挿期間の最終四半期のＢＩ比率」と「過去の平均的なＢＩ比率」の乖離が、外挿期間で徐々に修正され
ていくというモデルとなる。

（出典）「Quarterly National Accounts Manual – 2017 Edition」（IMF）

＜ＢＩ比率の推移イメージ＞

過去の平均的なＢＩ比率の水準

比例デントン法では外挿期間
横置き（赤線）だが、比例ショ
レットダグム法（緑線）では過
去の平均的な水準に回帰す
るようモデリング
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（８）基礎統計のデータ補正方法の検討

 輸送用機械を例にして、月次補助系列（鉱工業指数×国内企業物価）、年次統計（工業統計）を用いてシ
ミュレーションを実施。（この場合におけるＢＩ比率の推移は図１のとおり）

 このケースで月次補助系列を用いて、１年ごとに、「（Ａ）比例デントン法による外挿延長推計（ＢＩ比率一定）」、
「（Ｂ）比例ショレットダグム法による外挿延長推計（ＢＩ比率が過去の平均に回帰）」を実施して年次統計との
乖離を検証。（図２参照）

 今回実施したシミュレーションでは、「（Ｂ）比例ショレットダグム法による外挿延長推計」の優位性は確認でき
なかった。

 しかしながら、品目により、こうしたＢＩ比率の動きの癖を把握すれば、外挿推計の精度向上・改定差縮小が
見込める可能性もある。どのような品目・状況でこうした手法が活用可能か、引き続き研究を進めたい。

３．検討結果

図１：輸送用機械を例とした
ＢＩ比率（月次補助系列/年次統計）の動き

過去の平均的なＢＩ比率

ＢＩ比率の推移

（備考）月次補助系列及び年次統計を指数化したものの比率

（年） （年）

図２：年次統計（工業統計）との伸び率の乖離

（Ａ）比例デントン法による外挿延長推計との乖離

11年分の検証を行い、平均絶対誤差に大きな違いは無い。

「（Ｂ）比例ショレットダグム法」の方が乖離が小さいケース
は11回中６回。

（Ｂ）比例ショレットダグム法による外挿延長推計との乖離


